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  証券コード　4216

  平成23年６月10日

株 主 各 位   

 宮崎県延岡市中の瀬町二丁目5955番地

 旭 有 機 材 工 業 株 式 会 社
 代表取締役社長 佐 次  洋 一

第90期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第90期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますよう

ご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記

の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23

年６月28日（火曜日）営業の終了時間（午後５時）までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上

げます。

敬　具

記

１．日 時 平成23年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 宮崎県延岡市中の瀬町二丁目5955番地　

当社３階会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項  
　報 告 事 項 １．第90期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）事業報告、連結計算書類ならび

に会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
　  ２．第90期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）計算書類報告の件

　決 議 事 項  
　第１号議案 剰余金処分の件
　第２号議案 取締役６名選任の件
　第３号議案 監査役２名選任の件
　第４号議案 退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
上げます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.asahi-yukizai.co.jp/）に掲載させていただきます。
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　（添付書類）
　

事　 業　 報　 告

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況

(1) 事業の経過および成果

　当連結会計年度における当社グループを取り巻く事業環境は、政府の景気刺激策やアジア新興諸国を

中心とした経済成長等を背景に、国内でも一部に景気持ち直しの兆しが見られたものの、企業の設備投

資は低調に推移し、デフレの継続、欧米景気の下振れ懸念による円高、さらには中東・北アフリカ情勢

不安による原油価格高騰等により、厳しい状況が続きました。このような中で、本年3月11日に発生し

未曾有の被害をもたらした東日本大震災は、生産設備の被災による原材料調達難や原子力発電所の事故

等により、産業界にも甚大な影響をもたらしました。なお、当社グループでは人員および生産設備に震

災による被害はありませんでした。

　当社グループは、このような事業環境下で、国内においては当社製品の特長を訴求した営業活動を展

開し、海外においては成長市場への浸透を図って販売数量を増加させるとともに、生産の省力化、物流

の合理化等によるコスト削減を進め、収益力を向上させました。

　また、昨年度策定した“新”中期経営計画「３C－Action 2010」において当連結会計年度は「成長へ

の基礎固めのステージ」として、生産拠点の統合や、販売網・物流網の再編、ならびに人員の削減等の

施策を実行し、基盤事業の体質強化に努めました。これらに伴い事業構造改善費用等の特別損失を計上

いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度の連結売上高は326億67百万円（前期比13.1％増）となり、連結経常利

益は10億35百万円（前期の連結経常損失は11億円）、連結当期純利益は２億24百万円（前期の連結当期

純損失は10億62百万円）となりました。

　

〔管材システム事業部門〕

　当事業部門は、塩化ビニル等の合成樹脂製バルブ、パイプ、継手等の配管材料の製造・販売および

エンジニアリング事業として、これらの樹脂製配管材料を使用した配管工事の設計・施工を行ってお

ります。また、化学薬品を使用しない環境分野向け処理装置ならびに半導体関連機器の治工具等の洗

浄装置の製造・販売を行っております。

　当事業部門において、合成樹脂製のバルブやパイプ、継手は、国内では緩やかながらも回復傾向で

あった設備投資需要を着実に受注につなげ、海外では大型物件の獲得や、ターゲットとする産業・地

域の拡大に努めたことにより、売上げを伸ばしました。また、半導体業界が堅調に推移したことから、

半導体製造装置等に用いられるダイマトリックス製品や電子機器向け洗浄装置の販売も売上げを伸ば

しました。一方エンジニアリング事業は、国内での大型の工場建設に回復が見られなかったことから
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売上げが低迷いたしました。

　収益につきましては、販売量の増加に加えて製造部門でのコスト削減や効率化による体質の改善に

努めた結果、大幅に改善することができましたが、市場環境の激化による売値の下落や原材料高によ

り当初の予想を下回る結果となりました。

　また、中期経営計画の課題である基盤事業の強化として、縮小した国内需要に見合った供給体制の

再構築を行うと同時に、パイプ事業の生産効率向上のため２拠点あった生産拠点を栃木工場に集約す

ることを実施し、販売体制効率化のため中部圏の中部旭有機販売㈱および関東圏の旭有機販売㈱の子

会社２社の統合を決定いたしました。

　以上の結果、当事業部門の売上高は213億15百万円（前期比6.8%増）、営業利益は８億12百万円（前

期の営業損失は９億89百万円）となりました。

　

〔樹脂事業部門〕

　当事業部門はフェノール樹脂応用技術をキーテクノロジーとして、鋳物用樹脂、鋳物用レジンコー

テッドサンド（RCS）、発泡材料用樹脂、一般工業用樹脂、電子材料用樹脂および誘導体ならびに樹

脂成形材料等の製造・販売を行っております。

　鋳物用樹脂およびRCSは、上期はエコカー補助金等により、また下期はアジア地域向け輸出の増加

により、自動車向けおよび建設機械向け鋳物が好調を維持したため、売上げは好調に推移しました。

また、中国の「旭有機材樹脂（南通）有限公司」は中国での自動車生産の急激な伸びに支えられ売上

げを大幅に伸ばしました。

　一般工業用樹脂では、下期より住宅エコポイント制度が導入されたことにより需要が急速に増加し

た建材用樹脂が売上げを大幅に伸ばしました。

　電子材料用樹脂は、国内外ともに液晶およびLEDの生産の増加を受け、フォトレジスト用ベース樹

脂および感光剤用フェノール誘導体が売上げを大幅に伸ばしました。

　成形材料は、自動車の軽量化を背景とした車載部品の樹脂化の流れを追い風に拡販活動を展開し、

売上げを伸ばしました。

　発泡材料用樹脂は、高性能ノンフロン現場発泡システム「ゼロフロンER」がオゾン層保護・地球温

暖化防止大賞審査委員会特別賞、グリーン購入大賞審査員特別賞を受賞する等、その性能が高く評価

され、ブランドのさらなる浸透を進め、販売基礎を着々と固めております。

　以上の結果、当事業部の売上高は113億52百万円（前期比27.3％増）、営業利益は３億75百万円（前

期の営業損失は１億７百万円）と大幅な増収、増益になりました。

　

〔研究開発部門〕

　当連結会計年度における当社グループの研究開発活動は、「事業の中核となる新商品・新事業の創

出と事業基盤を支える技術力の強化・革新」を基本方針として、競争力のあるオンリーワン製品・技

術の開発を目指し進めており、電材向けファインフェノール材料の拡充、新規真球状樹脂粒子、フェ

ノール樹脂を用いた炭素繊維複合材、高精度流体制御技術、高機能性管材用樹脂アロイ、新規水処理

要素技術等の研究開発を幅広く進展、探求してまいりました。その中で、炭素繊維複合材のC-FRPは



2011/06/10 11:26:27 ／ 10725827_旭有機材工業株式会社_招集通知

事業の経過および成果、対処すべき課題

－ 4 －

耐火性能の確認が終了し、部材性能評価段階に移行しました。また、高精度流体制御技術を用いた新

型スラリー用フローコントローラーは商品化に向けて最終段階の準備を進めております。

　

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資額の総額は15億７百万円であります。その内訳は、管材システム事業

部門に７億70百万円、樹脂事業部門に５億73百万円、その他に１億65百万円であります。

　

(3) 資金調達の状況

　当社グループは、主要取引金融機関と貸出コミットメントライン契約および当座貸越契約を締結し、こ

れに基づき必要な資金を効率的に調達しています。

　

(4) 対処すべき課題

　今後の当社グループを取り巻く事業環境は、不安定な中東・北アフリカ情勢や、それに伴う原油・原料

価格高騰、円高等の不安要素が山積しており予断を許さない状況が続くものと思われます。さらに国内経

済では、東日本大震災や原子力発電所事故による日本経済への影響等の懸案事項が多く、今後の景気動向

は一層不透明な状況となりました。

　このような事業環境下で、当社グループは、中期経営計画に掲げた目標の達成に向け、種々の施策を積

極的に推進してまいります。まず、経営の機能分担を明確にし、意思決定と業務執行の迅速化を図るとと

もに、監督機能を強化するため、執行役員制を導入いたします。また、拡大・成長へのステージへ向けて

海外市場への積極展開、新製品・戦略事業の強化・拡大および新規事業の育成ならびに品質・環境・安全

の向上とコンプライアンス遵守および人材育成等の諸施策を進めてまいります。また、東日本大震災を教

訓として当社グループは、あらゆる災害にも対処できるサプライチェーンの構築に努めてまいります。

　管材システム事業部門では、一層のコスト競争力の強化を図るために、中国の子会社「旭有機材閥門設

備(上海)有限公司」等を活用した生産の分業体制の確立や、海外における新規原料調達先の確保に努める

とともに、国内における生産性の向上等、さらなる合理化に努めてまいります。加えて、当連結会計年度

に実施したパイプ生産拠点の集約化ならびに販売子会社の統合を早期に軌道に乗せ、その効果の追求に努

めてまいります。

　樹脂事業部門では、収益を確実に確保できる体質の実現に向け事業の再構築を図るとともに、固定費の

削減を始めとしたあらゆる合理化を進めてまいります。また、中長期的には、大型事業の立上げとグロー

バル展開を加速してまいります。特に、高性能ノンフロン現場発泡システム「ゼロフロンER」を軸に注入

発泡や機能発泡を含めたノンフロン発泡事業を拡大するとともに、「旭有機材樹脂(南通)有限公司」を製

造拠点として中国およびアジア地域でのレジン販売を拡大してまいります。

　研究開発活動につきましては、開発・技術本部の技術開発センターを主体に推進しておりますが、事業

化段階を迎えた新技術・新製品は事業部内に移管して推進するとともに、今後も得意技術の高度化、水環

境システム分野、成長産業適応分野、高付加価値材料分野を中期的な重点分野と位置づけ、社内の関連部

署や学官研究部署と連携を取りながら推進してまいります。

　当社グループといたしましては、これらの施策の着実な実行を通じて成長力・収益力の向上を図り、当

社グループの企業価値を高めてまいります。
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(5) 企業集団の財産および損益の状況

 
第87期

平成19年度
第88期

平成20年度
第89期

平成21年度
第90期

平成22年度

売 上 高 （百万円） 40,025 35,345 28,882 32,667

経 常 利 益 ま た は 経 常 損 失 ( △ ) （百万円） 2,287 △281 △1,100 1,035

当 期 純 利 益 ま た は 当 期 純 損 失 ( △ ) （百万円） 1,371 △2,916 △1,062 224

１株当たり当期純利益または当期純損失(△) （円） 14.02 △29.84 △10.87 2.29

総 資 産 （百万円） 59,881 54,446 51,149 52,947

純 資 産 （百万円） 44,972 40,506 39,328 38,678

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 459.67 414.13 402.18 395.97

　

(6) 重要な親会社および子会社の状況（平成23年３月31日現在）

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容

旭 有 機 販 売 ㈱ 10　百万円 100.0　％ 合成樹脂製配管材料の販売

旭 有 機 販 売 西 日 本 ㈱ 60　百万円 100.0　％ 合成樹脂製配管材料の販売

エ ー オ ー シ ー ア セ ン ブ ル ㈱ 10　百万円 100.0　％ 合成樹脂製配管材料の加工、組立

エ ー オ ー シ ー テ ク ノ ㈱ 300　百万円 100.0　％ 電子関連機器向け洗浄装置の製造、販売

北 方 プ ラ ス チ ッ ク ㈱ 4　百万円 100.0　％ 合成樹脂製パイプの製造

中 部 旭 有 機 販 売 ㈱ 32　百万円 100.0　％ 合成樹脂製配管材料の販売

ア サ ヒ ア メ リ カ , I N C . 10,316　千ドル 100.0　％ 合成樹脂製配管材料の製造、販売

旭 有 機 材 商 貿 ( 上 海 ) 有 限 公 司 700　千ドル 100.0　％ 合成樹脂製品の販売

旭 有 機 材 樹 脂 ( 南 通 ) 有 限 公 司 14,000　千ドル 100.0　％ 鋳物用フェノール樹脂の製造・販売

旭有機材閥門設備(上海)有限公司 2,100　千ドル 100.0　％ 合成樹脂製配管材料の製造・販売

　（注）１．中部旭有機販売㈱は平成23年４月１日付で旭有機販売㈱と合併いたしました。

　２．北方プラスチック㈱は平成23年３月31日に解散を決議し、清算手続中です。 
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(7) 主要な事業内容（平成23年３月31日現在）

部 門 名 主 要 営 業 品 目

管 材 シ ス テ ム 事 業 部 門
プラスチック製バルブ、パイプ、継手、流量計、PP製耐食タンク、汚泥改質装置、配管工

事等の設計・施工、電子関連機器向けの治工具洗浄装置等

樹 脂 事 業 部 門
フェノール樹脂（鋳物用、発泡用、建材用、電子材料用、一般工業用等）、レジンコーテ

ッドサンド、フェノール樹脂成形材料、ジアリルフタレート樹脂成形材料等

　

(8) 主要な営業所および工場（平成23年３月31日現在）

旭有機材工業㈱

本 店 宮崎県延岡市中の瀬町二丁目5955番地

東京本社
東京都港区浜松町二丁目４番１号
世界貿易センタービル20階

営 業 所
事 務 所

札幌・仙台・東京・名古屋・北陸（富山）

大阪・広島・高松・福岡・南九州（宮崎）

ドイツ・タイ

工 場

延岡工場（宮崎県延岡市）

愛知工場（愛知県扶桑町）

栃木工場（栃木県大田原市）

広島工場（広島県庄原市）

研 究 所
延岡研究所（宮崎県延岡市）

愛知研究所（愛知県扶桑町）

旭有機販売㈱（子会社） 本 社 東京都江東区

旭有機販売西日本㈱（子会社） 本 社 福岡県福岡市

エーオーシーアセンブル㈱（子会社） 本 社 宮崎県延岡市

エーオーシーテクノ㈱（子会社） 本 社 埼玉県さいたま市

中部旭有機販売㈱（子会社） 本 社 愛知県大治町

アサヒアメリカ,INC.（子会社） 本 社 アメリカ　マサチューセッツ州

旭有機材商貿(上海)有限公司（子会社） 本 社 中国　上海市

旭有機材樹脂(南通)有限公司（子会社） 本 社 中国　江蘇省

旭有機材閥門設備(上海)有限公司（子会社） 本 社 中国　上海市

　

(9) 使用人の状況（平成23年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,043名 67名減

（注）　使用人数は就業員数であり、臨時使用人（239名）は含まれておりません。
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②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

703名 37名減 39.1歳 16.0年

（注）　使用人数は就業員数であり、臨時使用人（130名）は含まれておりません。

　
(10) 主要な借入先の状況（平成23年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 500百万円

株 式 会 社 宮 崎 銀 行 500百万円

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 500百万円

　
(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

特記すべき事項はありません。
 

２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成23年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 199,000,000株

②　発行済株式の総数 99,002,000株

③　株主数 12,248名

④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

旭 化 成 株 式 会 社 29,196,674　株 29.87　%

株 式 会 社 宮 崎 銀 行 2,458,818 2.52

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

1,909,000 1.95

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（信託口）

1,859,000 1.90

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,797,888 1.84

住 友 金 属 鉱 山 株 式 会 社 1,700,000 1.74

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 1,327,000 1.36

三 菱 商 事 株 式 会 社 1,100,300 1.13

岡 部 株 式 会 社 795,000 0.81

株 式 会 社 平 田 商 店 732,234 0.75

（注）１．当社は、自己株式1,242,897株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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(2) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成23年３月31日現在）

地   位 氏  名 担　　　当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 佐 次 洋 一 監査室,営業推進総部担当  

専 務 取 締 役 川 﨑 久 夫
環境安全・品質保証室，延岡本社統括室
担当

 

専 務 取 締 役 岸 本 泰 志 新規・開発本部長、海外事業推進部担当  

常 務 取 締 役 木 下 全 弘 樹脂事業部長 　

常 務 取 締 役 小 川 秀 策 管材システム事業部長
旭有機材商貿(上海)有限公司董事長
旭有機材閥門設備(上海)有限公司董事長

取 締 役 渡 井 俊 行
施設部担当、管材システム事業部次長、
管材システム事業部延岡製造所長

 

取 締 役 中 村 文 茂 人事・勤労部,総務部,購買部担当  

取 締 役 富 永 恭 爾 樹脂事業部次長 旭有機材樹脂(南通)有限公司董事長 

取 締 役 桑 田 雅 之
経営企画部,情報システム部,物流企画部
担当

 

常 勤 監 査 役 矢 野 今 朝 男   

常 勤 監 査 役 伊 藤 保 幸   

監 査 役 柳 田 浩   

監 査 役 堀 野 章 三   

（注）１．常勤監査役伊藤保幸氏および監査役堀野章三氏は、社外監査役であります。

２．監査役柳田浩氏は、公認内部監査人の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであ

ります。
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②　取締役および監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 11名 225百万円

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

4
(2)

53
(26)

合 計 15 279

（注）１．上記の人員数には、平成22年６月25日開催の第89期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名を含んでおり

ます。

２．取締役の報酬限度額は、平成４年６月26日開催の第71期定時株主総会において月額30百万円以内（ただし、使用人分

給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成３年６月27日開催の第70期定時株主総会において月額５百万円以内と決議いただいてお

ります。

４．上記の支給額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の額、取締役分38百万円、監査役分６百万円（うち社外

監査役１名に対し３百万円）が含まれております。

５．上記のほか、平成22年６月25日開催の第89期定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を下記のとおり支給してお

ります。また、この金額には第89期までの事業年度にかかる事業報告において開示した当該退職役員にかかる役員退

職慰労引当金の増加額が含まれております。

退任取締役 ２名 35百万円

　
③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会および監査役会への出席状況（平成22年４月１日～平成23年３月31日）

 
取 締 役 会 （ 1 5 回 開 催 ） 監 査 役 会 （ 1 7 回 開 催 ）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

常勤監査役 伊 藤 保 幸 15回 100％ 17回 100％

監査役 堀 野 章 三 15 100 17 100

・取締役会および監査役会における発言状況

　常勤監査役伊藤保幸氏は、過去の経験や実績に基づく専門的な見地から、当社の業務執行におけ

る適正性を確保するための適切な発言を行なっております。

　監査役堀野章三氏は、過去の経験や実績に基づく専門的な見地から、当社の業務執行における適

正性を確保するための適切な発言を行なっております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

　当社は、定款にて会社法第427条第１項に基づき社外監査役の損害賠償責任を限定する契約を締結

できる旨の規定を設けておりますが、現在のところ当該契約は締結しておりません。
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(3) 会計監査人の状況

①　名称 あらた監査法人

　

②　報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 34百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 34百万円

（注）１．当社の重要な海外子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額

を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの

合計額を記載しております。

　

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

　

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、

監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

　また、取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判断した場合は、

監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を

株主総会の会議の目的とすることといたします。

　

⑤　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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(4) 業務の適正を確保するための体制

　会社法第362条第４項第６号および会社法施行規則第100条に基づき、取締役の職務の執行が法令および

定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するために必要な体制は、以下のとお

りであります。

　

Ⅰ　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

①当社の取締役および従業員は、法令、定款の遵守は言うまでもなく、社会の構成員として求められ

る社会倫理規範に基づき行動する責務を負っている。この認識に基づき、当社はグループ理念およ

びこれを実践するための根本規則として企業倫理要綱を定め、その徹底を図るために定期的に教育

を行っている。また財務報告の信頼性を確保する体制を整えている。なお、社会の秩序や安全に脅

威を与える反社会的勢力に対しては、企業倫理要綱に、いかなる関係も持ってはならないと定めて

おり、全社を挙げて毅然とした態度で対応する。

②当社は、「取締役会規程」に基づき、原則として月1回、取締役会を開催することとしている。また、

取締役は取締役会を通じて他の取締役の業務執行の監督を行っている。

③経営方針等の最重要事項については、「取締役会規程」において、取締役会に付議すべき事項を具

体的に定め、それらの事項については取締役会にて決定されている。

④取締役は、「職務分掌規程」、「決裁権限者規程」に従って、その職務に責任を持ち、業務を執行

している。また、従業員も同様に、「職務分掌規程」、「決裁権限者規程」に従って、その職務に

責任を持って業務を執行しており、担当の取締役がそれを監督している。

⑤当社は監査役設置会社であり、監査役は、取締役会やその他の重要会議に出席し、監査役会が定め

た監査方針の基に、業務執行状況について定期的に実地監査を行うなど、法令および定款に対する

取締役の職務執行の適合状況を監査している。

⑥従業員の業務の執行状況を内部監査部門がモニタリングし、定期的に代表取締役に報告するととも

に、適切な指導を行っている。また、監査役は従業員の業務執行状況において問題があると認める

ときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めている。

　

Ⅱ　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

①取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録、決裁書類等を法令および規程に従い作成し、適切に

保存・管理している。

②その他職務の執行に係る重要な情報や決定事項などは、所管部場にて作成し、適切に保存・管理し

ている。なお、これらの情報の保存・管理状況については、内部監査部門が定期的に確認している。

　

Ⅲ　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社において企業活動に伴う損失の危険の管理については、事業遂行上の多様なリスクについて優

先順位付けを行い、優先順位付けされた個々のリスクにつき、その発生を未然に防止するための手

続き・体制や、発生した場合の対処方法等を定める社内規程などを整備し、それに基づき所管部場

が管理している。また、発生した重要な事象については取締役会に報告している。

②個々の部場の担当範囲を超える損失の危険の管理については、全社的な観点から管理する組織を設

け、これに対処するとともに、輸出管理法規や独占禁止法の遵守体制、財務報告の信頼性を確保す
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る体制の整備など、組織横断的なチェック機能や牽制体制を構築し、法令に反した不適正な業務　

執行によるリスクの低減に努めている。

　

Ⅳ　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①当社は、執行役員制度を導入しており、経営に関する機能分担を明確にして、権限委譲による意思

決定と業務執行の迅速化を図っている。また、業務を執行する取締役は執行役員を兼務している。

各執行役員は、取締役会が決定した経営方針に基づく業務執行権限を委譲され、上位の取締役の監

督のもとで経営方針に従い、業務執行にあたっている。

②取締役社長決裁事項については、その判断の補佐と透明性の確保を目的として、経営戦略会議を原

則として、月1回開催し、当該事項について十分な事前審議を行っている。

③当社は、原則として、月１回、取締役社長を議長とする執行役員会議を開催し、各執行役員による

業務執行状況の報告および経営に関する情報交換を行うこと等により、職務執行の効率化向上を図

る仕組みを設けている。

④生産･販売･損益等に関する情報は、ＩＴを活用したシステムにより、迅速･的確に取締役に提供され

ている。

　

Ⅴ　当社および子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するための体制

①子会社の業務の適正を確保するために、当社のコーポレートガバナンス、コンプライアンス体制に

準じた諸制度を子会社に導入し、その浸透に努めている。

②各子会社について担当の取締役を定めており、担当取締役より子会社の業務状況につき、取締役会

において定期的に報告が行われている。

③経営に影響を及ぼす重要な事項の決定に関する当社の関与の仕組みを明確にした「関係会社運営規

程」に基づき、子会社を適切に管理している。　

④当社の内部監査部門は、子会社の業務執行状況につき監査を実施し、定期的に代表取締役に報告し

ている。

　

Ⅵ　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを決めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役より、その職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合には、当社の従業員から監

査役補助者を任命する。

　

Ⅶ　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　前項において、監査役補助者をおいた場合には取締役からの独立性を確保する。

　

Ⅷ　取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

①取締役および従業員は、監査役に報告すべき事項および方法について、定められた規程にそって報

告している。

②監査役は必要に応じて取締役および従業員に報告を求めている。

③監査役は、毎年度末に取締役に対し業務執行状況に関する確認書の提出を求めている。

④取締役および従業員は、業務執行に係る重要な会議につき、監査役に招集の案内を送付し、監査役

は必要に応じて会議に出席している。
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Ⅸ　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役、従業員および内部監査部門、ならびに会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換

を行うとともに、業務執行を担当する取締役および従業員に対し業務執行に係る報告を定期的に求

めている。

　

(5) 会社の支配に関する基本方針

　特記すべき事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成23年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

23,985

3,360

12,746

78

6,892

520

428

△38

28,962

13,526

3,926

2,433

6,044

585

539

249

12

237

15,186

10,294

2,504

2,417

△29

流 動 負 債 11,466

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 6,904

短 期 借 入 金 1,500

未 払 法 人 税 等 140

そ の 他 2,921

固 定 負 債 2,803

繰 延 税 金 負 債 69

退 職 給 付 引 当 金 1,267

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 285

負 の の れ ん 2

そ の 他 1,180

負 債 合 計 14,269

純 資 産 の 部

株 主 資 本 39,151

資 本 金 5,000

資 本 剰 余 金 8,479

利 益 剰 余 金 26,226

自 己 株 式 △555

その他の包括利益累計額 △473

その他有価証券評価差額金 4

為 替 換 算 調 整 勘 定 △477

純 資 産 合 計 38,678

資 産 合 計 52,947 負 債 純 資 産 合 計 52,947

（記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

 （単位：百万円）

科 目 金 額

売上高     32,667

売上原価     22,390

売上総利益     10,277

販売費及び一般管理費     9,091

営業利益     1,186

営業外収益     214

受取利息 25     

受取配当金 41     

持分法による投資利益 7     

その他 141     

営業外費用     365

支払利息 19     

為替差損 177     

複合金融商品評価損 60     

その他 109     

経常利益     1,035

特別利益     228

固定資産売却益 162     

貸倒引当金戻入額 15     

その他 51     

特別損失     694

固定資産除却損 78     

退職特別加算金 285     

事業構造改善費用 268     

その他 62     

税金等調整前当期純利益     569

法人税、住民税及び事業税     289

法人税等調整額     60

少数株主損益調整前当期純利益     219

少数株主損失     5

当期純利益     224

（記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

（単位：百万円）

 

株 主 資 本
その他の包括利益
累 計 額

少数株主
持 分

純資産合計

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合 計

その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

平 成 2 2 年 3 月
3 1 日 　 残 高

5,000 8,479 26,589 △550 39,518 8 △232 33 39,328

連結会計年度
中 の 変 動 額

         

剰余金の配当   △587  △587    △587

当 期 純 利 益   224  224    224

自 己 株 式
の 取 得

   △5 △5    △5

自 己 株 式
の 処 分

 △0  0 0    0

株主資本以外
の項目の連結
会計年度中の
変動額(純額)

     △4 △245 △33 △282

連結会計年度中
の変動額合計

― △0 △363 △5 △368 △4 △245 △33 △649

平 成 2 3 年 3 月
3 1 日 　 残 高

5,000 8,479 26,226 △555 39,151 4 △477 ― 38,678

（記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。）
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 12社

・主要な連結子会社の名称 アサヒアメリカ,INC. エーオーシーアセンブル㈱

旭有機販売㈱ エーオーシーテクノ㈱ 

旭有機販売西日本㈱ 旭有機材商貿(上海)有限公司 

中部旭有機販売㈱ 旭有機材樹脂(南通)有限公司 

北方プラスチック㈱ 旭有機材閥門設備(上海)有限公司 

　 なお、当連結会計年度より、新たに設立した子会社1社を連結子会社としております。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数    １社

・会社の名称 旭エー・ブイ産業㈱　（関連会社）

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち事業年度が連結会計年度と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類を使用しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 満期保有目的の債券 償却原価法(定額法） 

ロ．その他有価証券  
・時価のあるもの 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

  なお、組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品については、全

体を時価評価し、評価差額を損益に計上しております。

・時価のないもの 移動平均法による原価法

  なお、投資事業有限責任組合等への出資については、最近の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によっております。

ハ. デリバティブ 時価法 

ニ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

 主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

　　（リース資産を除く）

主として定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法によってお

ります。

ロ．無形固定資産

　　（リース資産を除く）

定額法によっております。

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。

ハ．リース資産  

・所有権移転外ファイナンス・

　リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
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　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

ロ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理し、数理計算上の

差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額

法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。

ハ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 為替変動リスクのヘッジについて、振当処理の要件を満たしている為替予約は振当処理

によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…売掛金、買掛金

ハ．ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する権限規程及び内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場

変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジの手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及

びその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッ

ジ有効性の判定は省略しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(5) のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれん及び平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却については、その効果の及ぶ合理的な

期間で均等償却を行っております。

(6) 会計方針の変更

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、19百万円減少しております。

(7) 表示方法の変更

（連結損益計算書関係）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき、「会社法

施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」（平成21年法務省令第７号　平成21年３月27日）を適用し、「少数株主損

益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

２．連結貸借対照表に関する注記

(1)　有形固定資産の減価償却累計額 31,429百万円

(2)　受取手形割引高 113百万円

(3)　受取手形裏書譲渡高 22百万円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 99,002千株 － － 99,002千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,299千株 24千株 1千株 1,322千株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．平成22年６月25日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 293百万円

・１株当たり配当額 3.00円

・基準日 平成22年３月31日

・効力発生日 平成22年６月28日

ロ．平成22年10月28日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 293百万円

・１株当たり配当額 3.00円

・基準日 平成22年９月30日

・効力発生日 平成22年12月６日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

　　平成23年６月29日開催の定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 293百万円

・１株当たり配当額 3.00円

・基準日 平成23年３月31日

・効力発生日 平成23年６月30日

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　　当社グループは、主に短期的な運転資金については銀行借入により調達しています。

　　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っています。また、投資有価証券

は主として株式と債券であり、四半期ごとに時価の把握を行っています。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。　

　 連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1)　現金及び預金　 　3,360 　3,360 　－

(2)　受取手形及び売掛金　 　12,746 　 　

　　 貸倒引当金 　△38 　 　

     計 　12,709 　12,709 　－

(3)　有価証券及び投資有価証券

　
　8,863 　7,772 　△1,091

資産計 　24,931 　23,841 　△1,091

(1)　支払手形及び買掛金　 　6,904 　6,904 　－

(2)　短期借入金　 　1,500 　1,500 　－

負債計 　8,404 　8,404 　－

(注１)　金融商品の時価の算定方法

　資産

　(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

　(3)有価証券及び投資有価証券

　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格

によっています。　　

　負債　

　(1)支払手形及び買掛金、並びに(2)短期借入金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(注２)　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　非上場株式（貸借対照表計上額385百万円）及び投資事業有限責任組合等への出資（貸借対照表計上額1,124百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められていることから、(3)有価証券及び投資有価証券には含めていま

せん。

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 395円97銭

(2) １株当たり当期純利益 2円29銭
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貸　借　対　照　表
（平成23年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

長 期 性 預 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

20,155

2,221

5,381

5,727

78

5,057

867

447

386

△7

32,280

11,956

3,158

174

1,707

4

309

5,942

120

543

181

138

43

20,143

9,981

3,302

1,694

385

1,513

500

2,498

287

△16

流 動 負 債 9,714

支 払 手 形 944

買 掛 金 4,706

短 期 借 入 金 1,500

リ ー ス 債 務 63

未 払 金 465

未 払 費 用 1,534

未 払 法 人 税 等 46

預 り 金 53

そ の 他 402

固 定 負 債 2,670

リ ー ス 債 務 65

預 り 保 証 金 1,079

退 職 給 付 引 当 金 1,240

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 285

負 債 合 計 12,383

純 資 産 の 部

株 主 資 本 40,053

資 本 金 5,000

資 本 剰 余 金 8,479

資 本 準 備 金 8,479

そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 27,105

利 益 準 備 金 1,250

そ の 他 利 益 剰 余 金 25,855

土 地 圧 縮 積 立 金 366

繰 越 利 益 剰 余 金 25,489

自 己 株 式 △531

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △1

その他有価証券評価差額金 △1

純 資 産 合 計 40,052

資 産 合 計 52,435 負 債 純 資 産 合 計 52,435

（記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。）
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損　益　計　算　書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

 （単位：百万円）

科 目 金 額

売上高     25,876

売上原価     18,696

売上総利益     7,181

販売費及び一般管理費     6,898

営業利益     282

営業外収益     289

受取利息 66     

受取配当金 85     

その他 137     

営業外費用     260

支払利息 4     

複合金融商品評価損 60     

為替差損 85     

その他 110     

経常利益     311

特別利益     233

固定資産売却益 162     

貸倒引当金戻入額 36     

その他 35     

特別損失     613

固定資産除却損 66     

退職特別加算金 285     

事業構造改善費用 199     

その他 62     

税引前当期純損失     69

法人税、住民税及び事業税     17

法人税等調整額     77

当期純損失     163

（記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。）
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株主資本等変動計算書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

（単位：百万円）

 

株 主 資 本
評価・換
算差額等

純 資 産
合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

利 益
準 備 金

そ の 他
利 益
剰 余 金

その他有
価証券評
価差額金

平成22年3月31日　残高 5,000 8,479 1 1,250 26,604 △527 40,807 2 40,809

事 業 年 度 中 の 変 動 額          

剰 余 金 の 配 当     △587  △587  △587

当 期 純 損 失     △163  △163  △163

自 己 株 式 の 取 得         △5 △5  △5

自 己 株 式 の 処 分   △0   0 0  0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

       △3 △3

事業年度中の変動額合計 ― ― △0 ― △749 △4 △754 △3 △757

平成23年3月31日　残高 5,000 8,479 0 1,250 25,855 △531 40,053 △1 40,052

（注）その他利益剰余金の内訳

 
研 究 開 発
引 当 金

土 地 圧 縮
積 立 金

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

合 計

平成22年3月31日　残高 759 366 25,730 △251 26,604

事 業 年 度 中 の 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当    △587 △587

当 期 純 損 失    △163 △163

別 途 積 立 金 の 取 崩    △25,730 25,730 ―

研究開発引当金の取崩 　△759 　     759     ―

事業年度中の変動額合計 △759 ― △25,730 25,740 △749

平成23年3月31日　残高   ― 366 ― 25,489 25,855

（記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。）
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

②　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

③　その他有価証券

・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

  なお、組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品については、全

体を時価評価し、評価差額を損益に計上しております。

・時価のないもの 移動平均法による原価法

  なお、投資事業有限責任組合等への出資については、最近の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によっております。

④　デリバティブ 時価法

⑤　たな卸資産の評価基準及び評価方法

 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定

額法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理し、数理計算上

の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により翌事業年度から費用処理することとしております。

③　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
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(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 為替変動リスクのヘッジについて、振当処理の要件を満たしている為替予約は、振当処

理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…売掛金、買掛金

③　ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する権限規程及び内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場

変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジの手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及

びその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッ

ジ有効性の判定は省略しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

　　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(6) 会計方針の変更

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、当事業年度の税引前当期純損失は、19百万円増加しております。　

２．貸借対照表に関する注記

(1) たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

①　商品および製品 2,334百万円

②　仕掛品 1,278百万円

③　原材料および貯蔵品 1,445百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 30,075百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 3,951百万円

②　短期金銭債務 80百万円

③　長期金銭債権 385百万円

④　長期金銭債務 498百万円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　売上高 7,373百万円

②　仕入高 1,195百万円

③　営業取引以外の取引高 260百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,221千株 22千株 1千株 1,243千株
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５．税効果会計に関する注記

    繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動資産）     

　賞与に関する未払費用 192百万円

　たな卸資産評価損 150百万円

　その他 146百万円

（繰延税金資産小計） 488百万円

　評価性引当額 △42百万円

繰延税金資産純額（流動資産） 447百万円

　

繰延税金資産（固定資産）     

　退職給付引当金 401百万円

　有価証券評価損 435百万円

  繰越欠損金 1,963百万円

　その他 328百万円

（繰延税金資産小計） 3,127百万円

　評価性引当額 △294百万円

（繰延税金資産計） 2,834百万円

　土地圧縮積立金 △254百万円

　退職給付信託設定益 △82百万円

（繰延税金負債計） △336百万円

繰延税金資産純額（固定資産） 2,498百万円

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

(1) 事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

工 具 器 具 備 品 56百万円 55百万円 1百万円

車 両 運 搬 具 72 63 9

合 計 128 118 10

(2) 事業年度の末日における未経過リース料相当額

１年内 7百万円

１年超 3百万円

合計 10百万円
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７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び主要株主等

種 類 会社等の名称
資 本 金 又
は 出 資 金
(百万円)

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

その他の
関係会社

旭 化 成 ㈱ 103,389
化成品、住
宅、繊維等
の 事 業

被所有
30.1

無
当社の主要
株 主

土 地 の 売 却 158 ― ―

(2) 関連会社等

種 類 会社等の名称
資 本 金 又
は 出 資 金
(百万円)

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子 会 社 旭有機販売西日本㈱ 60 配管材料販売
所有　

100.0
有

当社製品の
販売代理店

当社製品の販売 1,527
受取手形及び
売 掛 金

620

関連会社 旭エー・ブイ産業㈱ 30 配管材料販売
所有　

36.7
有

当社製品の
販売代理店

当社製品の販売 2,932
受取手形及び
売 掛 金

1,388

（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等

独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 409円70銭

(2) １株当たり当期純損失 1円66銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

 
独立監査人の監査報告書

 

 平成23年５月16日 

 旭有機材工業株式会社  

 取締役会　御中  

   

 あ ら た 監 査 法 人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 阿　部　謙一郎  

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、旭有機材工業株式会社の平成22年４月１日か

ら平成23年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ

る。

　

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得る

ことを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

　

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、旭有機材工業株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 
独立監査人の監査報告書

 

 平成23年５月16日 

 旭有機材工業株式会社  

 取締役会　御中  

   

 あ ら た 監 査 法 人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 阿　部　謙一郎 
 

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、旭有機材工業株式会社の平成22年４月

１日から平成23年３月31日までの第90期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及

びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。

　

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上
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監査役会の監査報告

－ 30 －

監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第90期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役
が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、年間監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、

取締役及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画に従い、取締役、監査室、その他使用

人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取
締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な書類を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。　

　 また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則で定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況について、監査役会が定めた「内部統制シス
テムに係る監査の実施基準」に準拠し、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明しました。

　 また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。

   さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監
監査人からその職務の執行状況についての報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じ説明を求めました。

(3)監査役会を毎月１回以上開催し、各監査役が必要な監査結果を報告するとともに、各監査役と意見の交換、情報の共有
に努めました。また、監査役の監査活動の結果については、必要に応じ取締役や各部門の責任者に対し意見を伝えまし
た。

　
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　また、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
　

 

 ２．監査の結果
(1)事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業

報告の記載内容及び取締役の職務の遂行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人あらた監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)連結計算書類の監査結果
　会計監査人あらた監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

 

 平成23年５月26日  

 旭有機材工業株式会社　監査役会  

 

常 勤 監 査 役 矢　野　今朝男 

常 勤 監 査 役（社外監査役） 伊 藤 保 幸 

監 査 役 柳 田 　 浩 

監 査 役（社外監査役） 堀 野 章 三 

 

 以　上
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剰余金処分議案、取締役選任議案、監査役選任議案

－ 31 －

株主総会参考書類
　

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　第90期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまして、

以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金３円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は293,277,309円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成23年６月30日といたしたいと存じます。

　

第２号議案　取締役６名選任の件

　本総会終結の時をもって、現任取締役９名全員が任期満了になりますので、新たに取締役６名の選任をお願

いするものであり、その候補者は次のとおりであります。

候補者

番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名

（生年月日）
略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社

株 式 の 数

１

さ

佐
じ

次
よう

洋
いち

一

(昭和19年４月７日生)

昭和43年４月　旭化成工業株式会社入社

平成13年６月　同社取締役建材カンパニー社長

平成15年10月　旭化成建材株式会社代表取締役社長兼社長執行役員

平成19年４月　旭化成株式会社顧問

平成19年６月　当社代表取締役社長、監査室担当（現在）

平成22年６月　当社営業推進総部担当（現在）

平成23年４月　当社代表取締役社長執行役員（現在）　

73,018株

※

２

　

かめ

亀
い

井
けい

啓
じ

次

(昭和23年２月28日生)

昭和45年４月　旭化成工業株式会社入社

平成15年10月　旭化成ケミカルズ株式会社取締役執行役員

平成16年４月　旭化成ケミカルズ株式会社取締役常務執行役員

平成17年４月　旭化成ケミカルズ株式会社取締役専務執行役員

平成18年４月　旭化成ケミカルズ株式会社取締役副社長執行役員

平成22年２月　旭化成株式会社常務執行役員延岡支社長

平成23年４月　旭化成株式会社社長付（現在）

0株
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剰余金処分議案、取締役選任議案、監査役選任議案

－ 32 －

候補者

番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名

（生年月日）
略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社

株 式 の 数

３

きし

岸
もと

本
やす

泰
し

志

(昭和22年11月２日生)

昭和48年４月　旭化成工業株式会社入社

平成16年６月　旭化成ケミカルズ株式会社執行役員

平成17年６月　当社取締役、新規・開発本部長

平成18年６月　当社常務取締役、国際化推進室担当、旭有機材商貿(上海)有限

公司董事長

平成19年６月　当社環境安全・品質保証室担当

平成20年６月　当社専務取締役

平成21年４月　当社海外事業推進部担当

平成23年４月　当社取締役専務執行役員、開発・技術本部長、環境安全・品質

保証部担当（現在）　

53,090株

４

きの

木
した

下
まさ

全
ひろ

弘

(昭和27年７月29日生)

昭和53年４月　当社入社

平成元年６月　当社取締役

平成10年６月　当社常務取締役

平成17年６月　当社樹脂事業部長

平成18年12月　旭有機材樹脂(南通)有限公司董事長

平成23年４月　当社取締役常務執行役員、管材システム事業部長、旭有機材商

貿(上海)有限公司董事長、旭有機材閥門設備(上海)有限公司 董

事長（現在）　

54,475株

５

とみ

富
なが

永
きょう

恭
じ

爾

(昭和28年４月15日生)

昭和52年４月　当社入社

平成16年３月　当社樹脂事業部樹脂製造所長

平成19年６月　当社樹脂事業部次長

平成20年４月　当社樹脂事業部事業企画管理部長

平成20年６月　当社取締役樹脂事業部担当補佐

平成21年４月　旭有機材樹脂(南通)有限公司董事長（現在）

平成23年４月　当社取締役執行役員、樹脂事業部長（現在）

12,529株

６

くわ

桑
た

田
まさ

雅
ゆき

之

(昭和29年８月23日生)

昭和53年４月　旭化成工業株式会社入社

平成17年９月　旭化成メディカル株式会社経営企画室長

平成19年10月　旭化成クラレメディカル株式会社経営企画室長

平成21年６月　当社社長付

平成21年６月　当社経営企画部長

平成22年６月　当社取締役、経営企画部,情報システム,物流企画部担当

平成23年４月　当社取締役執行役員、管理本部長（現在）　

4,216株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．旭化成工業株式会社は平成13年１月１日に商号変更し旭化成株式会社となりました。　
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剰余金処分議案、取締役選任議案、監査役選任議案

－ 33 －

第３号議案　監査役２名選任の件

　監査役矢野今朝男氏および柳田浩氏は、本総会終結の時をもって任期満了になりますので、新たに監査役２

名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
株 式 の 数

※
１
　

あわ

粟
の

野
しげ

滋
とし

敏
(昭和27年３月31日生)

昭和51年４月　当社入社

平成13年６月　当社樹脂営業部工業用樹脂営業部長

平成18年７月　当社樹脂事業部発泡材料部長

平成21年４月　当社樹脂事業部発泡材料事業推進部長

平成21年７月　当社監査室長

平成23年４月　当社社長付（現在） 　

4,518株

※
２
　

よね

米
ばやし

林
かず

和
よし

吉
(昭和19年３月９日生)

昭和47年４月　弁護士登録（第一東京弁護士会入会）

平成６年４月　第一東京弁護士会副会長

平成13年４月　日本弁護士連合会常務理事

平成15年11月　株式会社東京個別指導学院社外監査役（現在）

平成19年４月　首都高メンテナンス西東京株式会社社外監査役（現在）

平成22年４月　第一東京弁護士会常議員会議長

（重要な兼職の状況）

株式会社東京個別指導学院社外監査役

株式会社ベルニクス社外監査役

首都高メンテナンス西東京株式会社社外監査役

1,000株

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

３．米林和吉氏は社外監査役候補者であり、また、東京証券取引所規則に定める独立役員の候補者であります。

４．米林和吉氏は、直接企業経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企業法務等に精通しており、企業経営に

関する十分な見識を有しておられることから、社外監査役および独立役員として経営陣から独立した立場で職務を適切

に遂行していただけるものと判断しております。

５．米林和吉氏が社外監査役に就任された場合には、同氏との間で会社法第427条第１項および当社定款の定めに基づき、

責任限定契約を締結する予定であり、当該契約に基づく責任の限度額は、1,000万円または法令が規定する最低責任限

度額のいずれか高い額となります。
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退任取締役に対し退職慰労金贈呈議案

－ 34 －

第４号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任されます川﨑久夫氏、小川秀策氏、渡井俊行氏、中村

文茂氏、および監査役を退任されます矢野今朝男氏に対し、在任中の労に報いるため、当社の定める基準に従

って、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その金額、時期、方法等は退任取締役については取

締役会に、退任監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。

　退任取締役および退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

川 﨑 久 夫

平成９年６月　当社取締役

平成14年６月　当社常務取締役

平成18年６月　当社専務取締役（現在）

小 川 秀 策 平成20年６月　当社常務取締役（現在）

渡 井 俊 行 平成15年６月　当社取締役（現在）

中 村 文 茂 平成16年６月　当社取締役（現在）

矢 野 今 朝 男 平成19年６月　当社常勤監査役（現在）

　

以　上
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地図

株主総会会場ご案内図
　

宮崎県延岡市中の瀬町二丁目5955番地

当　社　３　階　会　議　室

電話（０９８２）３５－０８８０

　

Ｎ

至大分
至大分

至宮崎

旭化成㈱工場

祝 子 川

旭化成
レーヨン
グラウンド 当　　　社

延岡製造所　

本社

マックスバリュー

教会

ＪＡ延岡会館

ガーデンベルズ
延岡

焼肉店

ＧＳ
carenex

会場（３階）

祝
子
大
橋

至
宮
崎

（
Ｊ
Ｒ
日
豊
本
線
）

延
岡
駅

（
国
道
　
号
線
）

10




